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 このような考えは、SDGs の思想も踏まえて取りまとめられた政府の「第 5 次環境基本計 









「第 5 次環境基本計画」は、その基本的な考え方において、本論で展開しようとする著者 
の考え方と共通するものがある。しかし、「ポストグローバル時代」に向けた「国のかたち」
や「国家戦略」に関する政府の全体戦略はいまだ明示的なものはなく、今後政府において、





ている2。そして、日本社会の持続可能性に危機意識を持ち、2017 年 9 月、日本社会の持続
可能性と政策提言に関する研究成果を公表した。広井を代表とする京都大学、日立京大ラ
ボの研究グループは、AI を活用して 2050 年ごろに向けた約 2 万通りの将来シミュレーシ
ョンを行った。その結果、「日本社会全体の持続可能性を考えていく上で、ヒト・モノ・カ
                                                   
2 広井 2001 








































                                                   
3 広井 2019 





































                                                   
4 十名 2017 
5 「循環型地場産業」の研究経緯とその間の十名との係わりなどについては、（熊坂 2020）「「循環型地場
産業」研究への道のり―「働・学・研」融合の半生を振り返る―」『名古屋学院大学論集（社会科学篇）』
Vol.56 No.3 参照 







































論をふまえると、図 1 のよう 































































                                                   
6 十名（2017）97 頁 
7 岡田（2020）18 頁 

























































というイベントを 2014 年から実施。3 か月ごとに会津アスパラ、会津トマト、会津米・酒、





















                                                   
8 2020 年 9 月 18 日、福島県ハイテクプラザ会津若松技術支援センターにてヒヤリング 























現在の産地規模は、企業数 34 社、従業員数 800 人である10。産地内に社会的分業構造が 
形成されている。会津漆器協同組合は、商業部会 42 社、工業部会 12 社、生産部会 7 社、
蒔絵沈金部会 28 社、板物木地部会 11 社、丸物木工部会 4 社、塗装部会 9 社、合成樹脂部
会 4 社から構成されている11。 









市・組合・商工会議所・観光ビューロー等と連携して ANA と「漆香るプロジェクト」を推 
                                                   
9 同上 
10「令和 2年度会津若松市商工行政の概要」によれば、平成 29年 1月～12月の漆器関連事業所数（4名以
上）は 34社、従業員数は 800人となっている。 
11 会津漆器協同組合ホームページより 









市街地の小売業の商店数・事業所数は、市全体の約 3 割を占めるが、最近 10 年間で 13％
減、小売業の年間商品販売額は同期間で 18％減、空き店舗も 2012 年の 52 店をボトムに































 さらに、観光においても「デジタル化」が推進されている。事例として ICT を活用した























域スマートシティ推進協議会」（2012 年 5 月設立）がある。この「産官学連携」において、













にしている。約 4 割の教員が外国人で、世界 21 か国・88 の大学・研究機関とのネットワ
ークを有し国際性も豊かである。学部学生 1,073 名中 61％は県外出身者であり、全国から
集まっている。また、会津大学は、起業家輩出率が高く、会津大学発ベンチャー企業数は、
26（2019 年 3 月現在）に上っている。 




















 当市は、2019 年 4 月に、市内中心部に ICT 関連企
業が集積する「スマートシティ AiCT」を開所した。







スマートシティ AiCT のオフィス棟 










 第 1 は、地域内の多様な経済主体や地域の産業が、多様な「連携」や「協働」を通じて、
地域内の産業間連携や経済循環を形成し、地域振興が推進されていることである。 
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